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平成２２年第２回 

美唄市議会定例会会議録 

平成２２年６月２４日（木曜日） 

午前１０時１０分 開議 

 

◎議事日程議事日程議事日程議事日程    

 第１ 会議録署名議員の指名 

 第２ 委員長報告 

   1 議案第44号 権利放棄の件（美唄市

開拓記念厚生会館弁償金）（総務・

文教） 

   2 議案第45号 美唄市給与条例の一部

改正の件（総務・文教） 

   3 議案第46号 職員団体のための職員

の行為の制限の特例に関する条例の

一部改正の件（総務・文教） 

   4 議案第47号 北海道市町村職員退職

手当組合規約の一部変更の件（総

務・文教） 

   5 議案第48号 北海道市町村備荒資金

組合規約の一部変更の件（総務・文

教） 

   6 議案第49号 美唄市立児童館条例の

一部改正の件（総務・文教） 

   7 議案第50号 美唄市放課後児童施設

条例の一部改正の件（総務・文教） 

   8 議案第51号 美唄市消防長の任命

資格を定める条例制定の件（総

務・文教） 

   9 議案第52号 美唄市消防団条例の一

部改正の件（総務・文教） 

  10 議案第53号 美唄市消防団員等公務

災害補償条例の一部改正の件（総

務・文教） 

  11 議案第54号 美唄市国民健康保険条

例の一部改正の件（産業・厚生） 

  12 議案第55号 美唄市営住宅管理条例

及び美唄市特定公共賃貸住宅管理条

例の一部改正の件（産業・厚生） 

  13 議案第56号 平成22年度美唄市一般

会計補正予算（第１号）（予算審査特

別） 

  14 議案第58号 平成22年度美唄市一般

会計補正予算（第２号）（予算審査特

別） 

  15 議案第57号 平成22年度美唄市介護

保険会計補正予算（第１号）（予算審

査特別） 

 第３ 議案第59号 美唄市議会議員定数条

例の一部改正の件 

 第４ 意見書案第10号 北海道農業の発展

に必要な生産基盤整備等に関す

る意見書 

 第５ 意見書案第11号 沖縄普天間基地の

無条件撤去と道内への訓練移転

を認めないことを求める意見書 

 第６ 意見書案第12号 労働者派遣法の抜

け穴のない抜本的見直しに関す

る意見書 

 第７ 意見書案第13号 政治とカネの疑惑

究明を求める意見書 

 

◎出席議員（出席議員（出席議員（出席議員（１１１１６６６６名）名）名）名）    

  議 長  内馬場 克 康 君 

  副議長  谷 村 孝 一 君 

   １番  吉 岡 文 子 君 

   ２番  森 川   明 君 

   ３番  五 十 嵐 聡 君 
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   ４番  高 田 正 則 君 

   ５番  高 橋 幹 夫 君 

   ６番  阿 部 義 一 君 

   ７番  長谷川 吉 春 君 

   ８番  米 田 良 克 君 

   ９番  白 木 優 志 君 

  １０番  小 関 勝 教 君 

  １１番  土 井 敏 興 君 

  １２番  本 郷 幸 治 君 

  １３番  紫 藤 政 則 君 

  １４番  林   国 夫 君 

 

◎出席説明員出席説明員出席説明員出席説明員    

 市     長  桜 井 道 夫 君 

 副  市  長  板 東 知 文 君 

 総 務 部 長  藤 井 英 昭 君 

 市 民 部 長  岩 本 良 一 君 

 保健福祉部長兼福祉事務所長  中 川 直 紀 君 

 商工交流部長  中 井 英 雄 君 

    農 政 部 長  須 田 正 毅 君    

 都市整備部長  山 口 隆 慶 君 

 市立美唄病院事務局長  高 倉 雄 治 君 

 消  防  長  霜 田 公 法 君 

 総務部総務課長  大 崎   聡 君 

 総務部総務課総務係長  村 上 孝 徳 君 

 

 教育委員会委員長  白 戸 仁 康 君 

 教  育  長  安 田 昌 彰 君 

 教 育 部 長  前 田 敏 和 君 

 

 選挙管理委員会委員長  後 藤 泰 彦 君 

 選挙管理委員会事務局長  秋 場 勝 義 君 

 

 農業委員会会長  佐 藤 博 道 君 

 農業委員会事務局長  林   忠 男 君 

 

 監 査 委 員  扇 谷   均 君 

 監査事務局長  鎌 田   覚 君 

 

◎事務局事務局事務局事務局職員職員職員職員出席者出席者出席者出席者    

 事 務 局 長  岡 嶋 博 文 君 

 次     長  中 平 匡 司 君 

 

午前１０時１０分 開議 

 

●議長内馬場克康君 これより本日の会議を

開きます。 

日程の第１、会議録署名議員を指名いたし

ます。 

１２番 本郷幸治議員 

１３番 紫藤政則議員 

を指名いたします 

 

●議長内馬場克康君 次に日程の第２、委員

長報告に入ります。 

順序１、議案第４４号権利放棄の件ないし

順序１５、議案第５７号平成２２年度美唄市

介護保険会計補正予算（第１号）の以上１５

件を一括議題といたします。 

本件について、それぞれ委員長の報告を求

めます。 

まず、議案第４４号ないし議案第５３号の

以上１０件について、小関総務文教委員長。 

●小関勝教総務・文教委員長（登壇） ただ

いま議題となりました、議案第４４号権利放

棄の件（美唄市開拓記念厚生会館弁償金）、 

議案第４５号美唄市給与条例の一部改正の件、

議案第４６号職員団体のための職員の行為の
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制限の特例に関する条例の一部改正の件、議

案第４７号北海道市町村職員退職手当組合規

約の一部変更の件、議案第４８号北海道市町

村備荒資金組合規約の一部変更の件、議案第

４９号美唄市立児童館条例の一部改正の件、 

議案第５０号美唄市放課後児童施設条例の一

部改正の件、議案第５１号美唄市消防長の任

命資格を定める条例制定の件、議案第５２号

美唄市消防団条例の一部改正の件、議案第５

３号美唄市消防団員等公務災害補償条例の一

部改正の件の以上１０件について、総務・文

教委員会の審査の経過並びに結果を一括ご報

告申し上げます。 

経過といたしまして、６月２２日、委員会

を招集して審査いたしました。 

 議案審査における質疑・答弁の主なものを

申し上げます。 

初めに、議案第４４号について、申し上げ

ます。 

総額的には２，７８８万４，３０３円の債

権放棄ということだが、株式会社東明閣が支

払う分として６，６１９万５，００９円、美

唄市が支払う分として３，８３１万０，７０

６円ということだが、それぞれが支払う金額

の主な内容、どういった費用がかかったのか

との質疑に対して、東明閣側が支払う分とし

て、基本的には損害金となるが明け渡しまで

の月額７８万８，０００円の建物の使用料と

最後の月の端数が出た分をさらに積算をした

金額の６，６１９万５，００９円ということ

で積算をしている。 

それと美唄市が支払う分としては、東明閣

側が備品等として購入した損害金３，０３０

万９，７６０円と、支払うまでの期間の年５％

の金利を加えた額を支払うということで、３，

８３１万０，７０６円となっている。との答

弁。 

この金額の中には、弁護士や裁判に係る費

用というのは含まれていないということか。 

との質疑に対して、弁護士費用、報酬等はこ

の中には入っていない。との答弁。 

 相手方の財産調査をしたということは記載

されているが、相手方の動きをどのように掌

握してきたのか、相手側は「裁判では億単位

の金を払っている」というようなことも聞こ

えているが、その辺の状況というのはどのよ

うに掌握しているのか。との質疑に対して、

初期段階では弁護士さん等に相談した上で、

強制執行の可能性や法人として差し押さえる

物件があるかなど、いろんな部分を十分に検

討した結果、なかなか強制執行の手続きをす

る内容、資産等の概要がないということで強

制執行の手続きには至らなかった。代表者に

対して催促、納付書の発行等はしたが、裁判

費用の部分については私どもとして承知して

いない。との答弁。 

 納入通知書は送付しているとのことだが、

実際に市が直接行って対応したという経過は

あるのか。との質疑に対して、判決確定後に

おける債権の保全については、自治法に基づ

いて納付書の送付や催促状の発付などを行な

ってきたが、今回の時効にあたっては直接本

人にお会いして、その辺の現況確認や事実確

認をさせていただき、その間、弁護士さんと

も十分な協議をしながら今日までに至ったと

いう経過。との答弁。 

 随意契約から指名競争入札に変わった背景

や目的というのは、どのようなことだったの
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か。との質疑に対して、平成４年度までは１

社随契で東明閣と委託契約をしてきたが、平

成５年度からは競争原理の中で委託契約を進

めようとしたところ、東明閣側から今までの

いろんな経過があるので、そうなっては困る

ということで占有権を主張され、その後も営

業を続けたために、市として施設を明け渡し

てもらうようにということで、訴訟をせざる

を得なかった。との答弁がありました。 

 次に議案第４５号について、申し上げます。 

 １ヶ月６０時間を超える時間外勤務を行な

った職員に対してということだが、基本的に

職員の時間外の管理というのはどのように行

なわれているのか。との質疑に対して、上司

の方から、こういう業務があるので時間外勤

務をして下さいという命令を下すということ

が基本であり、それに基づき時間外勤務を行

なった結果については、上司が再度確認する

ということで最終的には確認の決裁をすると

いうことになっている。との答弁がありまし

た。 

 次に議案第５０号について、申し上げます。 

 放課後児童施設の定員が４０名から７０名

に増えるということだが、現在予想される児

童数というのはどのくらいになると考えてい

るのか。との質疑に対して、数年前から、待

機児童というのは作らずに定員オーバーをし

ても受け入れている状況であり、今後、定員

が増えてもそれによって新たに受け入れるだ

とか、待機をされている児童がいて、その分

が増えるというようなことではない。との答

弁。 

 定員は７０名にするが、職員は今まで通り

ということになるのか。との質疑に対して、 

中央小学校区の児童施設については、児童館

に対する職員が１名、障がい児対応の職員が

１名、他に３名が一般の児童というか健常児

の対応ということになっており、保育所の基

準からしても少ない人数ではないと考えてお

り、７０人に対しても対応できるものと考え

ている。との答弁がありました。 

次に議案第５２号について、申し上げます。 

市外の居住者で美唄市に勤務地があれば団

員として認めるということだが、この改正に

よって何名くらいの団員が増える見通しなの

か。また、８条の（３）に新たに「団員とし

てふさわしくない非行があったとき」とある

が、この非行というのは内容的にどの程度の

ことを指しているのか。との質疑に対して、

見込みとしては、現在５名程度の増員が見込

まれている。また、ふさわしくない非行につ

いて、今考えているのは逮捕されるような行

為等を考えている。との答弁がありました。 

 結果といたしまして、議案第４４号ないし

議案第５３号の以上１０件につきましては、

原案のとおり可決すべきものと決定いたしま

した。 

 本委員会の決定どおり、ご承認いただきま

すよう、お願い申し上げまして、報告を終わ

ります。 

●議長内馬場克康君 次に、議案第５４号及

び議案第５５号の以上２件について、米田産

業・厚生委員長。 

●米田良克産業・厚生委員長（登壇） ただ

いま議題となりました、議案第５４号美唄市

国民健康保険条例の一部改正の件及び議案第

５５号美唄市営住宅管理条例及び美唄市特定

公共賃貸住宅管理条例の一部改正の件の以上
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２件について、産業・厚生委員会の審査の経

過並びに結果をご報告申し上げます。 

 経過といたしまして、６月２２日、委員会

を招集して審査いたしました。 

 まず、議案第54号における質疑・答弁の主

なものを申し上げます。 

今回の条例改正で、美唄では何がどう変わ

るのか、との質疑に対し、医療給付費等国の

一定基準を超えた場合、国からの指定で安定

化計画を策定し、事業の安定化を講ずる義務

が市町村にあり、計画を立てそれを目標にし

ていく形だったが、この度の法律改正で、全

部改正により広域化支援方針に変わり、国の

指定ではなく道が広域の支援方針の計画を策

定し、道内各市町村と一緒に事業の運営の安

定化を進めていく形になる。 

 メニューとしては国保財政安定化、収納対

策の共同化が一番のポイントで、市町村単位

でやっていた収納対策などが、全道レベルで

やれる、より具体的に示される形となり、道

が中心になって道内各市町村の国保事業を進

めていく趣旨となった。との答弁。 

 次に、議案第55号における質疑・答弁の主

なものを申し上げます。 

初めに、今回の改正理由は、平成１９年に

都営住宅で発生した立てこもり発砲事件を契

機に国土交通省が指針を示したとなっている

が、公営住宅法は直されていないのか。また、

条文の中にある暴力団による不当な行為の防

止等に関する法律は、暴力団の定義を書いて

いるものなのか、公営住宅との直接的な関係

はないものか、との質疑に対し。公営住宅法

については今回改正はない。出された指針の

内容にしたがって事務を取り進めてきた。

道・他市町村おいてもその指針を受け、条例

改正をしている。 

 暴対法は、暴力団の定義をする部分も確か

にあり、暴対法の第２条６号は、暴力団・暴

力団員とはいかなるものかという定義になる。

との答弁。 

次に、公営住宅法でいう入居者とは、どう

いう定義になっているのか。所得などの一定

の条件のほかに何かあるのか。また、示され

た指針には、マニュアルなど自治体が活用で

きるようなものがあったのか、との質疑に対

し、入居者資格については、現に同居し、ま

たは同居しようとする親族があること、政令

で定める収入基準以下であるもの、現に住宅

に困窮してることが明らかなものであること、

の３点が原則となる。示された指針の中では、

具体的な条項を示したような明記はない。あ

くまでも指針を受けた中で、各行政庁がどう

改正していくかの判断で条文を改正していく

形をとっている。との答弁。 

次に、暴力団の定義に該当する人が今いる

のかどうか、現実に美唄の公営住宅で、何か

それらしきトラブルがあったのか、との質疑

に対し、市内には現在６名対象者がいると警

察から伺っている。トラブルに関しては、公

営住宅に入居していないため、無いものと思

っている。との答弁。 

次に、公営住宅に入る全員の名簿が警察に

行くということなのか、現在入居してる全員

から承諾書をもらうのか、新規の人だけ承諾

書をもらうのか、との質疑に対し、新規で入

居を申し込み、抽選で仮決定となる。入居申

し込み段階で同意書をもらう。警察に照会す

るのは当選した方だけとなる。そのほか、新
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たに誰かを同居させたいという届け出があっ

た時、入居者が亡くなって、入居承継者の届

出があった時、駐車場の届け出があった時に

警察署に照会を出す。現在住んでいる方の名

簿を照会に出すことはない。との答弁。 

次に、美唄市は住んでる住民に対してさま

ざまな行政サービスを提供するが、その人に

刺青が入ってる、肌に刀傷があるなどで峻別

はしてないはずだ。警察のリストで指定をさ

れた人が、美唄市の様々なサービス、制約を

受けるものが何かあるか。ルールに違反する

ならわかるが、全体に縛りをかけてサービス

を受けさせないのはおかしいのではないか、

この条例を提案する時に内部で議論したのか。

との質疑に対し、議論の経過については承知

していない。ただし、周囲が規制し、どんど

ん美唄の中にそういう人達が入り込んでくる

のではないかと心配しており、何とか美唄市

民を守っていきたいという考え方である。と

の答弁。 

次に、既に入居している者の同居家族の実

態は、どういうふうに押さえていくのか。外

から入ってくる場合のケースだけで十分その

対応ができるのではないか、との質疑に対し、 

現在入居している方の入居状況は、毎年、住

宅使用料を決定するために収入申告をいただ

き、そのときに名簿をもらう。現在、警察署

から情報がもらえるか、事務協議をやってい

るが、速報的な情報についても難しいのでは

ないかと考える。あくまでも入居申し込みが

来て、抽選した方だけを照会するのが合理的

と考えている。との答弁。 

次に、実際にトラブルになっているなどの

状況を把握しているのか、また、その場合、

どのように対処しているのか。との質疑に対

し、条例提案に当たり、空知管内の情報提供

を受けたが、暴力団はいないという回答が多

く、ルールで提出された書類の中で事務処理

をしているという現状。個別の事例について

は把握していない。との答弁がありました。 

 結果といたしまして、議案第５４号につき

ましては、原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 また、議案第５５号については、質疑後の

意見交換で、警察に下駄を預ける形になるの

はいかがなものか、一般の人の入居制限につ

ながらないか、憲法に照らして人権に制約を

かけることになる、民間アパートでの制約に

ついて質疑でもわからない、まだ調べたい事

柄があり時間がほしい、公営住宅法と条例の

関係で釈然としない内容がある、市内の民間

アパート業の人に影響するのか心配がある。

などの意見があり、さらに検討を要するので、

継続審査と併せて、閉会中もなお審査を行う

ことの議決を求めることに決定いたしました。 

 本委員会の決定どおり、ご承認いただきま

すようお願い申し上げまして、報告を終わり

ます。 

●議長内馬場克康君 次に、議案第５６号、

議案第５８号及び議案第５７号の以上３件に

ついて、小関予算審査特別委員長。 

●小関勝教予算審査特別委員長（登壇）  

ただいま議題となりました、議案第５６号平

成２２年度美唄市一般会計補正予算(第１号)、

議案第５８号平成２２年度美唄市一般会計補

正予算（第２号）及び議案第５７号平成２２

年度美唄市介護保険会計補正予算（第１号） 

について、予算審査特別委員会の審査の経過
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並びに結果をご報告申し上げます。 

 経過といたしまして、６月２３日、委員会

を招集して審査をいたしました。 

 初めに、議案第５６号に対する質疑・答弁

のうち、主なものについて申し上げます。 

 初めに、子宮頸がんワクチン接種事業につ

いて、接種の方法について集団接種というこ

とだが、どういう方法で行うのか、との質疑

に対し、接種方法については、保健センター

において集団接種を行う予定。十分な予防効

果を得るために、３回の接種が必要なことか

ら、事前に予約していただき、８月ごろに第

１回目、９月ごろに第２回目、３月ごろに第

３回目を考えている。との答弁。 

 次に、補正予算として計上した理由と、計

画にない事業を実施する場合、計画等の見直

しを行い予算計上すべき、との質疑に対し、 

昨年の１２月に、ワクチン接種が可能となり、

早期に接種を行えば、健診と合わせると一般

的に１００％予防できる。新年度で仕切りな

おしという話もあるが、美唄市の実態として、

２０年度において子宮頸がんと子宮体がん、

合わせて４名の方が亡くなっている実情、医

師会の要望、さらには、市民からの要望もあ

り、これは早急に実施すべきものだというこ

とで決断をさせていただいた。との答弁。 

 次に、学校現場で日々子どもと接している

保健室の先生が、この問題に関してどんな考

えを持っておられるのか、また、こういった

方々との日々のふれあいからつくる教育の大

切さについて、との質疑に対し、保護者や生

徒の理解、教育関係との相互連携をとらなけ

ればならないと考えており、まずは、対象者

及び親に対する説明会の開催を相互で連携し

て取り組もうということにしている。学校現

場においては、健康な生活と疾病の予防とい

うことについて深めるために、保健分野にお

いて様々な学習をしており、子宮頸がんワク

チンに特化することなく、感染症全般に対す

る学習なども行っている。との答弁がありま

した。 

 次に、国営北海土地改良事業負担金の債務

負担行為の設定について、未定のため限度額

設定をしていないとある。限度額の表現の仕

方にルールがあるのかもしれないが、金額を

入れ、そしてその金額の考え方を括弧で表示

をする、これが予算の提案の仕方とすれば、

あるべき提案の仕方ではないか、との質疑に

対し、限度額の設定は当然額を明示すべきじ

ゃないかと内部的に話し、これについては、

各市の状況、また、道にもこういう事業に当

たっての限度額の設定の方法を調査したが、

実施設計がこれから着手ということ、平成３

０年までの事業費が未確定であること、また、

美唄市の３％の負担すべき事業費についても

未確定要素が多く、さらに事業計画の期間が

長いということもあり、国の方では現在、国

営事業の経費の見方も見直ししてると伺って

おり、いろいろな変動要素が大きいと判断を

し、金額表示は困難でやむを得ないものとし

て、負担率のみを記載した。 

今後、議会には常任委員会に事業の進捗状

況を逐次報告していきたい。との答弁。 

 次に、土地改良事業について、工事内容は、

との質疑に対し、現施設が造成されてから４

０年以上経過し、凍上やコンクリートの劣化

等により、土を押さえている壁面などが倒れ

る恐れが出ており、その部分の改修と聞いて
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いる。そういった施設が倒れることにより、

漏水や、付近に法面の土が流れ込むというこ

とでの被害が考えられることから、維持管理

を円滑に進めるためにも、被害が起きる前に

改修を行うと聞いている。との答弁。 

 次に、土地改良事業について、昨年の事業

仕分けとの関連で、対象になっていたかどう

か。また、その影響がどのように表れている

のか、との質疑に対し、事業仕分けの影響に

ついては、政権交代により、昨年の１０月に

事業仕分けが実施され、この時点で仕分けの

メニューとして、国営かんがい排水事業が、

事業仕分けの影響を受けた。２２年度の予算

規模として、２０％縮減の方向が示された。

この事業仕分けの結果を踏まえ、農水省と財

務省で事業に対する協議等が行われたところ

であるが、土地改良事業については、おおよ

そ５０％の事業費縮減で、今回の北海地区に

ついても、当初は１期工事として２７９億円

の予算要求をしていたところ、約半分の１３

５億円になったところである、との答弁。 

 次に、放課後児童対策事業の今後の考え方

について、との質疑に対し、今回は、既存施

設に子どもを移送する対策を講じることとな

るが、必ずしもこの方法が万全だとは考えて

いない。移送では活用できない子どももおり、

移送される児童にも、迎えに来る保護者にも

負担が大きいと考えている。地元で開設でき

ることが一番望まれることから、来年度は地

元の開設に向けて検討し、それを前提とした

今年度は移送と考えている。との答弁。 

 次に、放課後児童施設の関係について、市

内の各小学校７校で同じような悩みを抱えて

いる方々全てのニーズに応えることができる

のか、ニーズ把握について希望を取ったりど

んなやり方をしているのか、また、受け入れ

体制について、人的な問題や施設の面積など

はどうか。今回の移送事業に関して、計画登

載というのは、どの計画のどこに載っている

のか、との質疑に対して、放課後児童施設に

ついては、これまでの議会議論、保護者から

の要望を踏まえ、昨年１１月に施設を開設を

していない地域の保護者の方を対象に学校を

通じてアンケート調査を行った。結果として、

３つの地域から３５名の児童の利用希望があ

った。このため、開設に向けて様々な検討を

進めてきたが、１年間を通した一定の児童数

の確保による財源の確保、地域で開設する場

合の場所の確保など課題が生じ、年度当初の

開設については難しいと判断をした。その後、

それぞれの３地域の保護者の皆さんにお集ま

りいただき、現状説明、意見交換を行い、保

護者の皆さんから、子ども達にとっては、身

近なところで開設してほしいという声が大半

で、一方で、地域に開設することは望ましい

が、共働き等で今、現実に困っているといっ

た意見もあった。移送手段を用いて、既存の

施設を活用した場合、どの程度の利用になる

かもあわせ説明会で話をし、改めてアンケー

ト調査を行なった。その結果、今回、３地区

で移送手段を用いても１４名の利用希望があ

り、委員会として保護者の意向などを総合的

に検討した結果、地域の開設を基本としつつ

も、現段階において移送手段を用いての利用

を希望する児童の方がいることから、今回そ

れぞれの施設で受け入れたいという提案をさ

せていただいた。 

 地域への説明は、この議会の結果を踏まえ、
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６月末までにはお知らせすることにしている。

その後、やり方等の話をし、再度希望を出し

ていただき、入所手続の申請をしていただく

とともに、スクールバス等の委託契約を行い、

実施にこぎつけたいと思っている。 

 受け入れ体制については、中央小学校区で

は、障がい児１名を含め、一般児童は移送も

含めた新たな入所者を含めると６２名となり、

指導員は５名である。児童２０名に対して指

導員が１名ということになる。南美唄小学校

区においても、現在、定員３０名のところ、

障がい児１名、一般児童９名の計１０名で、

指導員が２名であることから、十分対応は可

能と考えている。面積についても、中央小学

校区においては、９月からは旧中央幼稚園に

移るため、定員７０名で改正をしているとこ

ろである。９月前の実施は、旧勤労青少年ホ

ームの他の部屋を利用すれば受け入れはでき

るものと考えている。 

 移送については、当市において初めての取

り組みではあるが、各市町村さまざまな形で

やっているため調査比較が難しく、砂川市で

は２つの施設が移送しており、岩見沢市では

民営の施設が１施設、施設の専用車を使用し

て行っていると確認をしている。との答弁。 

 次に、緊急雇用創出事業の関係について、

３本を予定をされているが、２１年度に実施

した事業の中で、どういった効果が表れてい

るのか、どのような課題が出てきているか、

また、この事業で関わった方が、次の就業に

きちっとつながっていくような形になってい

ったのか、今回示された委託料の中身と、１

名当たり１ヶ月どの程度の人件費となってい

るのか、との質疑に対し、緊急雇用の２１年

度の事業効果等について、２１年度は１２事

業を実施しており、新規雇用した人数として

１０７名、そのうち、そのまま継続して雇用

につながった方は、障がい者の方を対象にし

た事業に２人の継続雇用。また、アンテナシ

ョップは、３名の雇用が生まれており、現在

２１年度事業の中で５名の実績。 

 課題については、これまでの緊急雇用の事

業は事業終了とともに雇用もそこで終わると

いう仕組みになっていることが１つの課題と

なっている。 

 人件費単価については、ＯＡ指導者養成事

業は地元の地域人材開発センター職員の、１

日あたりの平均的な人件費の単価を元に積算

した。 

 求職者介護事業従事委託事業については、

７人分の賃金、期間的には１９６日で９カ月

分で見ており、単価は日額５，４７０円、市

の臨時職員の事務補助の単価である。７人分

で約７５０万４，０００円。 

 観光情報整備事業については、新規雇用者

に対しては日額９，５００円、ＯＪＴの人件

費、新規雇用者に対して日額１万９，０００

円、外部講師招へいの人件費は、１時間当た

り１万５，０００円の単価となっている。と

の答弁。 

 次に、サン・スポーツランド美唄整備事業

の関係について、toto への要請はどのように

誰がしたのか。また、テニスコート６面の改

修と合わせて、クラブハウスも建設してほし

いという要請も上がっていたが、その点がど

うなったのか、との質疑に対し、日本スポー

ツ振興センターには、今回の申請について、

市長が直接出向いてお願いをした経過である。 
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 クラブハウスについては、整備事業の中で、

本部席の設置は補助対象外経費となることか

ら、このたびの整備事業には含んでいない。

このため、今後の大会実施等の本部席につい

ては、従来どおりテントでの対応と考えてい

る。との答弁がありました。 

 次に、議案第５８号に対する質疑・答弁の

うち、主なものについて申し上げます。 

 当初の地域力活用事業が充実拡大をして新

たに取り組もうということなのか、当初予算

との関係でどんな変化があるのか。また、予

算の事業費の推移について、２２年度、２３

年度は同じ額で国から補助があるが、２４年

度からは１０万円で計上している。どういっ

た事業内容の変化で、この事業費の推移にな

ったのか、との質疑に対し、補助事業を活用

することで、今まで十分とは言えなかった子

育てについての取り組みの周知や情報の発信

などの強化を図り、子育て、子育ち支援の重

要性の理解、また、関わる人材の確保、環境

や基盤整備をしっかり行いたいと考えた。 

予算計上の内容については、補助金は２年

間の予定であり、補助金の活用は、基盤整備

をしっかりとやるためのものと考えている。

次の段階として、子育てや、子育ち支援を行

う人が繋がり、関わり合いながら支え合うこ

とができる環境や、体制づくりができるよう、

人の力を活用させていただき、必要最小限度

の経費で事業を進めたいと考えており、１０

万円を計上した。との答弁がありました。 

次に、議案第５６号から議案第５８号にか

かる総括質疑について申し上げます。 

初めに、予算の原則にある総計予算と補正

予算についての認識について。補正予算に関

しては、突発的な事業に対する追加の予算。

全体の組み立ても、市民への周知も含め、そ

して、市長のこの１年間の目玉事業としてぶ

つける、そういう意味合いも含めて、当初予

算と補正とは大きな違いがあると思う。そん

な意味からして、今回の予算の計上のあり方

について疑義があるので、市長の認識につい

て、との質疑に対し、市民に最も身近な基礎

的自治体として、市民の生活ということを守

るということと、あわせて雇用対策という観

点から緊急的に実施しなければならないと判

断しているものの、補正予算の本来のあり方

について、これから慎重に対応したいという

認識でいる。との答弁。 

計画行政についての認識について。実質７

ヶ年の財政健全化計画は、市民に対する痛み

と職員に対する大変大きな痛みを強いて、ス

タートした。これらの緊張感というのは、常

に持続をして、予算運営に当たらなきゃなら

ない。持続可能なまちづくりという観点から

も計画行政の大切さというものを片時も忘れ

てはならないと思うわけだが、市長の認識に

ついて、との質疑に対し、財政健全化計画は

非常に重いものだと思っている。職員にも、

市民にも痛みを強いていることも事実。そう

いう中で、これからのまちづくりを考えた上

で、将来の財政負担とならないよう、今後い

ろんな形で国、道等に理解をしていただく。

それから、そういう制度がつくられるよう促

していく。このようなことも含めて、これら

の部分で財政健全化計画に支障のないものに

したいと考えているが、計画行政という点に

ついては、慎重さを欠いた部分もあるので、

今後このようなことのないように、いただい
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たご提案、ご指摘を参考にしながら、各事業

の推進に当たり適正な対応に努めていきたい。

との答弁がありました。 

なお、議案第５７号に対する質疑はありま

せんでした。 

結果といたしまして、議案第５６号、議案

第５８号及び議案第５７号については、原案

のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 本委員会の決定どおり、ご承認いただきま

すよう、お願い申し上げまして、報告を終わ

ります。 

●議長内馬場克康君 これより議案第４４号

ないし議案第５３号の以上１０件について、

一括質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

これをもって一括質疑を終結いたします。 

これより一括討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

これをもって一括討論を終結いたします。 

これより一括採決いたします。 

本件は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

ご異議なしと認めます。 

よって、議案第４４号権利放棄の件ないし議案第４４号権利放棄の件ないし議案第４４号権利放棄の件ないし議案第４４号権利放棄の件ないし

議案第５３号美唄市消防団員等公務災害補償議案第５３号美唄市消防団員等公務災害補償議案第５３号美唄市消防団員等公務災害補償議案第５３号美唄市消防団員等公務災害補償

条例の一部改正の件条例の一部改正の件条例の一部改正の件条例の一部改正の件の以上１０件は、委員長委員長委員長委員長

報告報告報告報告のとおり決定決定決定決定されました。 

これより議案第５４号及び議案第５５号の

以上２件について、一括質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

これをもって一括質疑を終結いたします。

これより一括討論を行います。 

（「なしと呼ぶ者あり） 

これをもって一括討論を終結いたします。 

これより一括採決いたします。 

本件は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶものあり） 

ご異議なしと認めます。 

よって、議案第５４号美唄市国民健康保険議案第５４号美唄市国民健康保険議案第５４号美唄市国民健康保険議案第５４号美唄市国民健康保険

条例の一部改正の件及び議案第５５号美唄市条例の一部改正の件及び議案第５５号美唄市条例の一部改正の件及び議案第５５号美唄市条例の一部改正の件及び議案第５５号美唄市

営住宅管理条例及び美唄市特定公共賃貸住宅営住宅管理条例及び美唄市特定公共賃貸住宅営住宅管理条例及び美唄市特定公共賃貸住宅営住宅管理条例及び美唄市特定公共賃貸住宅

管理条例の一部改正の件管理条例の一部改正の件管理条例の一部改正の件管理条例の一部改正の件の以上２件は、委員委員委員委員

長報告長報告長報告長報告のとおり決定決定決定決定されました。 

これより議案第５６号、議案第５８号及び

議案第５７号の以上３件について、一括質疑

を行います。 

「なし」と呼ぶ者あり） 

 これをもって一括質疑を終結いたします。 

これより一括討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

これをもって一括討論を終結いたします。 

これより一括採決いたします。 

本件は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

ご異議なしと認めます。 

よって、議案第５６号平成２２年度美唄市議案第５６号平成２２年度美唄市議案第５６号平成２２年度美唄市議案第５６号平成２２年度美唄市

一般会計補正予算（第１号）、議案第５８号平一般会計補正予算（第１号）、議案第５８号平一般会計補正予算（第１号）、議案第５８号平一般会計補正予算（第１号）、議案第５８号平

成２２年度美唄市一般会計補正予算（第２号）成２２年度美唄市一般会計補正予算（第２号）成２２年度美唄市一般会計補正予算（第２号）成２２年度美唄市一般会計補正予算（第２号）

及び議案第５７号平成２２年度美唄市介護保及び議案第５７号平成２２年度美唄市介護保及び議案第５７号平成２２年度美唄市介護保及び議案第５７号平成２２年度美唄市介護保

険会険会険会険会計補正予算（第１号）計補正予算（第１号）計補正予算（第１号）計補正予算（第１号）の以上３件は、委委委委

員長報告員長報告員長報告員長報告のとおり決定決定決定決定されました。 

 

●議長内馬場克康君 次に日程の第３、議案

第５９号美唄市議会議員定数条例の一部改正

の件を議題といたします。 
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本件に関し、提案理由の説明を求めます。 

１０番、小関勝教議員。 

●１０番小関勝教議員（登壇） ただいま議

題となりました議案第５９号について、提案

理由を説明いたします。 

本件は、美唄市議会議員定数条例の一部に

ついて、本則中１６人を１４人に改めようと

するもので、附則において、この条例の施行

日を公布する日とし、同日以降初めてその期

日を告示される一般選挙から適用することと

するものです。 

美唄市は平成２０年度に財政健全化計画と

市立美唄病院の改革プラン、さらに、平成２

１年度には市立美唄病院経営健全化計画を策

定するなど、厳しい財政状況の打開に取り組

んでいる現状にあります。 

これら健全化に向けては、市民の方々に対

しても固定資産税、軽自動車税、手数料等々

のご負担を強いているところでもあり、市職

員においても３カ年で７５名の削減を行って

います。また、職員給与でも平均１４．６％

減額で、人件費の節減や、さらには各種経費

等々の節減に努められています。このように

市民や職員が健全化に向けて取り組んでいる

中、市議会としても議員報酬等の減額、政務

調査費、行政調査の凍結など議会改革を行い、

議会費の節減に努めているところでもありま

す。 

一方では美唄市の人口は平成２２年４月ま

での過去３カ年で約１，７００人の減少、専

修短大の学生募集停止の問題など、人口の減

少に歯止めが見えない中、経済活動の停滞が

懸念され、地域経済に与える影響はますます

厳しい現状にあります。 

また、議会報告会等において、議会に対し、

市民から寄せられたご意見を重く受け止め、

今後、議会議論を重ね議会のあり方や議員資

質の向上に努めていくことなど、これまでの

代表者会議や議員協議会の議論経過も踏まえ、

議員も市民、職員とともに痛みを共有してい

くべき、これらを総合的に勘案し、議員定数

を２名削減とし、定数１４名とすることを提

案いたします。 

以上、提案理由を申し上げましたが、よろ

しく審議くださいますようお願い申し上げ、

提案理由の説明を終わります。 

●議長内馬場克康君 これより議案第５９号

について質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 これをもって質疑を終結いたします。 

これより討論を行います。 

７番、長谷川吉春議員。 

●７番長谷川吉春議員（登壇） ただいま提

案されました議案第５９号美唄市議会議員定

数条例の一部改正の件につきまして、討論に

参加いたします。 

結論を最初に申し上げますと、条例改正に

反対の立場であります。以下、その理由と若

干の意見を申し述べます。 

憲法及び地方自治法は、地方議会について

議事機関として規定し、その権限は地方自治

法に定められています。条例の制定、改廃、

予算の決定、決算の認定、地方税の徴収、使

用料・手数料・契約に関する規定のほか、予

算の修正、執行機関の事務に関する監査・監

督などの行政に対するチェック機能、国会や

関係行政政府に対する意見書の提出、住民の

請願に関する規定など、極めて多岐にわたる
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権限と機能を有しています。したがって、地

方議会の議員定数問題は、単なるその市の財

政事情という側面からのみ考える問題ではな

く、行政と議会間の関係のあり方、行政と議

会のそれぞれの権限とそのチェック機能のあ

り方、住民と議会間の関係のあり方など、多

面的な問題の中でとらえられるべき重要問題

であると考えます。 

市町村の議会の定数は、地方自治法第９１

条で規定されており、人口５万人以下の市及

び２万人以上の町村は２６人を上限としてい

ます。 

野村稔・元全国の都道府県議長会議事調査

部長は、議員定数について理論的根拠、ある

べき基準が明示されていればよいが、残念な

がらない。現状は、大多数の地方議会が減少

させているため、減少が善で、地方自治法に

基づき法定定数どおりの議員数としているの

は、適切でないような印象を与えている。減

少によって浮く金額に目をとられ、反対に住

民意思の反映機関の低下について、検討がお

ろそかになっているんではないかと心配する。

行政機能をチェックするものがいなければ、

地域の均衡ある適切な行政、能率的な行政、

住民の要望に即応した行政を確保できない。

議会の批判・監督能力の低下は最終的には住

民自身がマイナスを受ける。残念ながら住民

意思の反映は数量化できないので、マイナス

を量的に、また金額に表示できない。議会は

減少した議員でも運営できるから、弊害が生

じないような印象を議員や住民に与えている。

議員が減れば、批判・監督能力が確実に低下

するのに、それが表面化しないだけであると

し、議会の定数にかかわる事項は重要なもの

として記しています。地方議会の定数削減は、

ともすれば経費削減のシンボル的な役割を担

わされてきましたが、地方行政の減量化、効

率化という観点から地方議会の定数問題を取

り上げることに識者は警告を発しています。 

この間、美唄市議会は議会改革の議論を重

ね、議会だよりの発行、議会報告会の開催、

道外調査の凍結、政務調査費の凍結、議員歳

費の削減を始め、平成１１年２人、平成１５

年２人、平成１９年６人、計１０人の議員定

数を削減し続けてきました。議員一人当たり

の住民数は本市は類似市平均に対して、１．

２倍となっています。また、平成１５年議員

数２２人の際の議員一人当たりの住民数１，

３６４人、現在１６人の議員ですが、議員一

人当たりの住民数は１，６６８人で、平成１

５年と比較して１．２倍になっています。今

日、地方分権化の広がりの中で、地方議会が

果たす役割はますます大きなものとなってい

ます。住民と議会との距離を縮める方策、も

っと実りある内容の議会審査のあり方など、

住民要望にこたえることが美唄市議会求めら

れていると考えます。 

さらに、美唄市を取り巻く状況は、市財政

再建、市立美唄病院の経営健全化、専修短期

大学問題、コンピュータ・カレッジの存続問

題、高校再編など、課題が山積しております。

これ以上の議員定数の削減は、住民意思の反

映がされにくくなる点から見ても、議会と市

の批判・監視能力を低下させる点から見ても

市民の生活、福祉の向上を阻害し、議会本来

の機能に影響を及ぼすことにつながります。 

以上の理由から、議員定数削減に反対する

ことを表明いたしまして、討論を終わります。 
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●議長内馬場克康君 １１番、土井敏興議員。 

●１１番土井敏興議員（登壇） ただいま議

題となりました議案第５９号美唄市議会議員

定数条例の一部改正の件につきまして、討論

に参加をいたします。 

結論から申し上げまして、私は原案に賛成

の立場であります。以下、若干の意見を申し

上げます。 

ただいま提案理由にもございましたように、

美唄市の置かれている現状は極めて厳しい状

況に変わりはなく、また、議員定数の経過に

つきましても、平成１６年３月２４日に議員

定数を２２名から現在の１６名に大幅削減す

ることを議決したわけでありますが、この時

の大勢の動向は市町村合併の大きな波が押し

寄せ、美唄市はどうあるべきかの議論の中で

主体性を失うことなく、その波に飲み込まれ

ぬよう自立を目指し、まちの現状を維持して

いこうとの思いで決断したものと記憶をして

いるところであります。そうした英断にも関

わらず、経過といたしまして、市内における

経済活動や雇用の確保は不振が続き、若年世

代の市外への流出、また、市内での消費の減

退や、加えて、少子高齢化の加速などによる

人口の減少に歯止めがかからぬ状況が顕著と

なってきたのも事実であります。その後の国

の三位一体の改革に端を発し、地方行財政の

取り組みに新たな方式が示され、各指標の制

限値を超えた場合、早期健全化団体に指定さ

れ、自治体活動が大きく制限されることから、

本市もこうした事態の回避、改善に向け、財

政健全化計画や市立病院経営健全化計画を策

定をし、平成２７年度末を目途に達成に向け、

一丸となって対応しているさなかであります。 

しかし、一方では、これらの計画を確実に

遂行していくに当たり、この２年間において

も市民の皆様には補助金の削減、あるいは廃

止等、また、各種税金や手数料及び施設等の

使用料の負担増、また市職員や職員給与の大

幅削減など、それらを合わせると実に約５億

円弱にも上る重い負担や痛みを求めてきてい

るところでもあります。そうした現状の中で、

今後の美唄市のあり方を含め、明春予定をさ

れている市議会議員の改選に向け、議員定数

のあり方について、これまで議会議論を続け

てきたところでもあり、また、昨年から実施

をいたしております市議会報告会においても

参加された皆さんから議員定数のあり方につ

いては削減やむなしの声、あるいは現状維持

を望む声等と、さまざまな角度から、しかも

貴重な御意見をそれぞれいただいたところで

あります。 

いただいた声を通して私の受け止め方とい

たしましては、議会の果たす使命及び権限を

初め、今後の議会、議員のあり方として、市

議会報告会など触れ合いを持つためのさまざ

まな手法を講じて市民の率直な声を受け止め、

活発な議会議論を重ね、その経過や結果につ

いては、速やかに市民に伝えることやそうし

た上に立って、議会、議員自らが美唄市の現

状や、そして５年、１０年先のあるべき姿を

しっかりと見据えた上で、議員定数について

も的確に判断する事が参加された方々から、

最も強く望まれているものと感じた次第であ

ります。しかるに、私は美唄市の現状は市民

の皆様や、かかわる方々の背中に重くのしか

かる負担や痛みの上に立っているという、こ

の現実をしっかりと踏まえ、引き続きさらな
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る人口減少や経済活動の停滞、あるいは縮小

がこの先懸念されることと見るとき、それら

の課題を正面から受けとめ、厳しい試練の中

で負担や痛みを共有していかなければならな

いことは自明の理と思うところであります。

そのような中、議員定数を減ずるということ

も大きな痛みを伴うものでありますが、しか

し、美唄市の明日に思いをいたすとき、今こ

そ私たちは意を決して、その大きな痛みの渦

中においても財政や病院の経営の健全化はも

ちろんのこと、我がまちの憲法とも言えるま

ちづくり基本条例のもと、自らを高める研鑽

はもとより、市民主権の協働のまちづくりを

目指し、市民の皆様と一体となって危機から

脱し、住みよいまちの確立や市民生活の安定

のために、議会、そして議員は最善の努力を

払い、たゆまぬ挑戦をしていく使命を改めて

市民の皆様より強く求められているものと思

うところであります。 

よって、私はただいま提案のありました議

員定数２名削減案につきまして、以上のこと

から賛成の意を表すものでございます。議員

各位におかれましては、どうか御懸命なる御

判断を心からお願いを申し上げまして、討論

を終わります。 

●議長内馬場克康君 １３番、紫藤政則議員。 

●１３番紫藤政則議員（登壇） ただいま議

案となりました議案第５９号美唄市議会議員

定数条例の一部改正の件について、討論に参

加いたします。 

私の立場は提案に反対であります。現有の

１６名で行くべきだという考え方でございま

す。 

今ほど、賛成、反対の立場で討論がござい

ました。すべて言い尽くされた感がございま

して、最初に発言すればよかったなという気

でおります。しかし、切り口を変えて少しく

その反対の理由を申し上げたいと思います。 

実は、私どもの会派、３名おりまして、こ

の議員定数の議論に参加するに当たりまして、

随分悩みました。方針がぶれたこともござい

ました。 

最初に主張をした中心的なその内容という

のは、議員はプロであるべきだ。専業である

べきだ。そのためには、少数であってもやむ

を得ない。しかし、その専業であるための活

動を保障するしっかりとした報酬と活動費等

の保障がなければならない。でなければ、よ

くある美唄のまちを思う、そして、そこに命

をかけようと、こういった思いの優秀な人材

というのは集まらない。こんな主張をさして

いただきました。 

その後、代表者会議を中心にして議論をい

たしましたし、私どももそれぞれの支える支

持団体や、支持者の皆さん方とのお話し合い

もさしていただきました。そして、議会報告

会に入ったわけでございます。 

議会報告会では、先ほど土井議員もお話が

ありましたが、議会報告での１つの集約とい

うのを議運で行いましたけれども、１つの方

向性は出し得ませんでした。ただ、何が整理

ができるのかということは、数の問題ではな

くて、どれだけ市民のために、美唄のために

働ける議員がいるか、いないか。すなわち議

員の資質、やる気の向上ではないだろうかと。

このことは集約できるだろうと。 

あわせて、決まったことは、例えば現有で

も減員でもなぜそう決めたのか、その理由を
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しっかり明らかにして、私ども市民に伝えて

ほしいと。この数ではない質の問題と、説明

責任を果たせということは、一致した見解で

ございました。今回の討論に参加する議員の

数が多いのも、そういった背景があるという

ことでございます。私もそんな経過を踏まえ

まして、現有でいくべきだという事の理由を

申し上げたいと思います。 

先程もありましたように、前回の選挙、市

町村合併の議論の嵐の中で、何としてでも自

立しようと。合併をすれば、岩見沢に飲み込

まれ、せいぜい議員数は５、６人だろうと。

そのことを思えば、今から自立に向けて、議

会の姿勢を明らかにするためにも、大幅な減

員でいこうと、こういう事が議論の中心であ

りました。私もその議論の中心にいましたの

で、そのことはよく昨日のことのように覚え

ています。そして、そのときに出た結論は、

常任委員会を、２つの常任委員会をどう維持

していけるのかと。そのために人口の多少の

減少、これらがあっても２つの常任委員会が

しっかり維持できて、まあ多様な意見を反映

できる、この事を担保できる定数として１６

名ということを決めたわけであります。 

私は、市民の皆さんの意見というのは、ア

ンケートを徴したわけでもございませんし、

住民投票をした結論が出たわけでもありませ

ん。しかし、熱心に議会報告会においでいた

だいて、そして、その貴重なご意見を伺った

中では、プロでやれという意見はなかったわ

けでございます。名誉職で報酬を払うべきで

ない趣旨のお話もあったぐらいでありました。

これが美唄の今の多くの声なのかなとも率直

に思ったわけでございます。そこで、それな

らば、そういった民意の中で議会としての役

割を果たしていく、これは一定の数を必要と

するでしょう。２つの常任委員会を維持をし

て、その中でそれぞれが役割を分担をして、

調査活動をする。市民の皆さんとの合意形成

を図る。今回の定例会の対応もそうでござい

ますが、債権管理の問題１つとりましても、

専門的な知見を議会として学習をする必要が

ある。それから、総合計画との整合性の問題

にしても、優先順位のあり方はいかにあるべ

きかということを、１６名がしっかり学ぶ必

要がある。そして緊急にやらなきゃならない

といった常任委員会での調査事項、２項目に

ついてもよく考えてみれば、日常的に様々な

情報を我々は受けとめて、それを意思決定の

場に反映をしなきゃならないとすれば、今、

この問題を共有できうるこの１６名、選挙で

どうなるかわからんわけでありますから、こ

の１６名はこの思いを次に伝える意味でも、

今やっている活動というものをさらに生かす

と。さらに忙しくなるという前提で考えなけ

ればならないだろう。そういうことからして、

私はプロの専業化が無理であれば、今の議員

数を維持をして、そして、それぞれがしっか

り議会の中での任務を認識をして、資質向上

を図っていく。そのことが市民生活にプラス

になると、このような判断に至ったわけでご

ざいます。 

先程も地方の主権の問題が出されました。

６月の２２日に菅内閣が地域主権戦略会議の

戦略の大綱を発表をいたしました。その中で

地方政府基本法の制定のくだりがございます。

議会に関しても多くの提言がなされています。

表現の中では抽象的な表現ではございますが、
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議会の現在、市で５万人以下、２６名のこの

地方自治法上の上限設定も外すべきだという

議論がなされています。自ら考えて、自ら決

めていきなさいと、こういう制度にしようと

いうことであります。ニセコの町長だった逢

坂さんが首相補佐官、総理大臣補佐官で中心

になって議論をまとめておりますが、そうい

った意味からも、改めて、私達は二元代表、

市民の皆さんから選ばれて、この仕事、信託

をいただいたという立場で、市民の皆さんの、

主権者である市民の皆さんの声をしっかりと

受けとめて、行動しなければならないという

事が制度的にもさらに強化をされる時代にな

ってまいりました。受けとめ方はそれぞれあ

るかもしれませんが、私なりに議会報告会で

の議会としての集約の結果、これらを受けて、

以上申し上げましたとおり原案に反対をする

ことを申し上げまして、討論といたします。

どうぞよろしくお願いを申し上げたいと思い

ます。以上でございます。 

●議長内馬場克康君 １２番、本郷幸治議員。 

●１２番本郷幸治議員（登壇） ただいま議

題となりました議案第５９号美唄市議会議員

定数条例の一部改正の件につきまして、討論

に参加いたします。 

結論から申し上げまして、私は原案に賛成

の立場であります。 

美唄市の取り巻く状況は、少子高齢化社会

の進展や人口減少、財政の健全化問題等、さ

まざまな行財政課題が増加し、量・質・機能

の部分からの改革が待ったなしの状況に置か

れております。地方自治の変革は、地方分権、

地域主導型社会が進む中で、市民との協働の

まちづくりを進める中、市民が主体の地域運

営を、今後ますます推進していかなければな

りません。それは同時に地方議会のあり方や、

市民に期待されているさまざまなことがらが

大きく変わると考えられます。そして議員の

資質や能力はもとより、改革に寄せる志の高

さなどが市民、特に有権者の大きな関心ごと

になっていることも事実であります。 

ただいま提案理由にもありました財政健全

化計画の中で、市民負担の増加や職員給与の

削減、また議員自らの報酬削減など、かなり

の努力をして取り組んでおります今日、今後

のさらなる行財政改革を推進するための第１

歩として、議会として率先して議員定数の削

減が不可欠であると考えます。議会が行政に

対して、厳しい行政改革を求めてる議員が自

らの組織である議会について自ら改革をし、

市民の負託にこたえなければなりません。 

よって、提案のありました議員定数２名削

減につきましては、議会及び議員にも痛みを

伴った改革の第一歩であり、そのような覚悟

で賛成するものであります。どうか議員各位

の御理解と御賛同をお願い申し上げまして、

討論を終わります。 

●議長内馬場克康君 これをもって討論を終

結いたします。 

これより採決いたします。 

ご異議がありますので、起立により採決い

たします。 

本件は、原案のとおり決することに賛成の

議員の起立を求めます。 

（ 賛成者起立 ） 

起立多数であります。 

よって、議案第５９号美唄市議会議員定数議案第５９号美唄市議会議員定数議案第５９号美唄市議会議員定数議案第５９号美唄市議会議員定数

条例の一部改正の件条例の一部改正の件条例の一部改正の件条例の一部改正の件は、原案原案原案原案のとおり可決可決可決可決さ
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れました。 

 

●議長内馬場克康君 次に日程の第４、意見

書案第１０号北海道農業の発展に必要な生産

基盤整備等に関する意見書ないし日程の第７、

意見書案第１３号政治とカネの疑惑究明を求

める意見書の以上４件を、一括議題といたし

ます。 

本件に関し、それぞれ提案理由の説明を求

めます。 

まず、意見書案第１０号について、３番、

五十嵐聡議員。 

●３番五十嵐聡議員（登壇） ただいま議題

となりました、意見書案第１０号につきまし

て、案文を朗読し、提案理由の説明にかえさ

せていただきます。 

 

  北海道農業の発展に必要な生産基盤 

整備等に関する意見書 

 

我が国農業をめぐる情勢は、ＷＴＯや日豪

ＥＰＡなど国際農業交渉が進む中で、担い手

の減少や高齢化の進行など厳しさを増してお

り、加えて、農産物価格の下落や生産資材価

格の高騰など農業者の努力だけでは解決でき

ない課題に直面しています。 

こうした中、国においては、平成２２年度

における農業生産基盤整備事業等の予算額を

交付金化の方向を取り入れながらも大幅に削

減しており、昨年の冷湿害を受け、新規地区

として基盤整備事業を計画していた地域の農

業者からは営農計画に支障が出るのではなど 

不安の声が上がっているとともに、農産物の

高付加価値化に対応した生産・流通システム

に係る施設整備を計画していた地域では、計

画的な作付拡大も含め、多くの課題に直面し

ています。 

北海道の農業・農村は、これまで意欲ある

専業的な担い手の育成を初め、農地・水等の

資源の保全や農産物の効率的・安定的な供給

に必要な生産・流通システムの整備、さらに

は産地形成や付加価値向上に積極的に取り組

んできたところであり、この結果、規模の大

きな土地利用型の農業が展開されており、今

後とも我が国の食料生産基地としての責任を

果たすためには、農業・農村地域に対する前

向きな投資が継続的に必要であります。 

よって、国においては、本道農業・農村の

担い手が将来にわたり意欲と希望を持って営

農ができるとともに、地域の個性を生かした

多様な農業を展開できる実効ある施策が実現

されるよう、次の事項について要望します。 

記 

１．食料供給力の確保を図るためには、農地

や農業水利施設の持つ機能を適正に発揮さ

せる暗渠排水、区画整理、土層改良、用排

水施設及び草地基盤の整備を継続的に実施

することが不可欠であることから、地域に

おいて計画されていた事業が実施できるよ

う、農業農村整備事業の必要な予算の確保

を図ること。 

２．生産基盤整備の効果的・効率的な促進を

図るため、事業制度の弾力的な運用などに

よるコストの縮減や、地域の創意工夫を生

かした柔軟な整備が可能となるような制度

の見直しを検討するとともに、地元負担の

軽減について配慮すること。 

３．食料自給率向上や消費者・実需者のニー
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ズに対応した農産物の効率的・安定的な生

産・流通システムを確立するため、生産・

流通の合理化、高付加価値化、環境対策な

ど、地域が計画していた施設整備のための

必要な予算の確保を図ること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意

見書を提出します。 

平成２２年６月２４日 

北海道美唄市議会 

 

なお、提出先は案文記載のとおりでありま

すので、原案のとおりご承認いただきますよ

うお願い申し上げまして、提案理由の説明を

終わらせていただきます。 

●議長内馬場克康君 次に、意見書案第１１

号ないし意見書案第１３号の以上３件につい

て、１番、吉岡文子議員。 

●１番吉岡文子議員（登壇） ただいま議題

となりました、意見書案第１１号ないし意見

書案第１３号につきまして、一括して案文を

朗読し、提案理由の説明にかえさせていただ

きます。 

 

沖縄普天間基地の無条件撤去と道内への 

訓練移転を認めないことを求める意見書 

 

日米両政府は、沖縄普天間基地の移設先に

ついて「名護市・辺野古周辺」とすることで

大筋合意がされました。 

これは「4.25 沖縄県民集会」などで示され

た、「国外、最低でも県外に移設を」という県

民の意志を踏みにじったもので、米国の意志

を上に置く鳩山前政権の方針を引きつぐ菅首

相の姿勢に対し、国民の中から厳しい批判が

起きています。辺野古周辺案は自公政権と米

国の間で合意され、鳩山前首相自ら「自然へ

の冒涜」と批判した現行案とかわらないもの

です。米国自身が「世界一危険」と認めてい

る普天間基地は、即時・無条件撤去こそ沖縄

県民の声に応える唯一の道です。 

さらに、普天間基地移設問題で在沖縄米軍

の訓練分散移設先として、根室管内の陸上自

衛隊矢臼別演習場について、海兵隊のヘリコ

プター部隊と地上部隊を移動させ、両部隊一

体の大規模な訓練を行う構想が検討されてい

ると報道されていることに、現地の不安は高

まるばかりです。特にヘリ部隊の爆音に驚い

て牛が暴走する事故が懸念され、本道の基幹

産業、酪農・畜産業への悪影響への心配がぬ

ぐえません。 

自衛隊矢臼別演習場では 1997 年から地上

部隊による実弾射撃訓練が行われていますが、

沖縄と同質・同等という約束は反故にされ、

むしろ拡大されています。夜間訓練の強行、

白燐弾の使用など、地元住民は不安をいっそ

う増大させています。また、一部自治体首長

は「これ以上の受け入れはできない」ことを

表明しています。 

 よって、普天間基地移設問題に関し、以下

のとおり要望します。 

記 

１．米国に対し、沖縄普天間基地の無条件撤

去を求めること 

２．自衛隊矢臼別演習場や千歳基地など道内

への訓練移転はしないこと 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意

見書を提出します。 
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平成２２年６月２４日 

北海道美唄市議会 

 

 労働者派遣法の抜け穴のない抜本的 

見直しに関する意見書 

 

 労働者派遣法の「改正」は、製造業派遣、

登録型派遣の原則禁止といいながら、例外と

いう形で「二つの大穴」をあけ、ほとんどが

派遣のまま残されるという、まさに派遣労働

「原則容認」法案といわざるを得ません。 

 二つの大穴のひとつが、製造業派遣を禁止

するといいながら「常用雇用する労働者」の

派遣を認めていることです。製造業で働く労

働者55万人のうち64%が常用型派遣といわれ

ています。派遣契約の中途解除で解雇された

派遣労働者の８割は「常用型」です。名だた

る大企業が次々と「派遣切り」を行った、問

題の多い製造業派遣はきっぱり禁止すべきで

す。 

第二は登録型派遣を原則禁止するとしなが

ら、専門業務を例外としていることです。現

在、専門 26 業務に 100 万人の派遣労働者がい

ますが、そのうち最も多いのが 45 万人を占め

る事務用機器操作業務です。25 年前の基準で

電子計算機、タイプライター、ワープロなど

の事務用機器の操作と定められたままです。

現行では、専門業務で３年を超えて派遣労働

者を受け入れている業務に新たに労働者を雇

い入れる場合、派遣労働者に優先的に直接雇

用を申し込む義務があります。しかし法案は、

この優先的雇用申し込み義務を廃止するとし

ています。 

また、原則禁止の猶予期間を３年とし、登

録型派遣のうち多くの労働者が従事する業務

などさらに２年、あわせて５年も猶予期間を

設けるなど、財界･大企業の要求を優先し、と

ても労働者保護法に値しないものと言わなけ

ればなりません。 

よって、以下の抜本的見直しをすみやかに

実施し、実効性のある労働者保護法とするよ

うに改正を求めます。 

記 

１．登録型派遣は原則禁止とし、専門業務は

厳しく限定すること。 

２．製造業派遣は、どんな形であれ禁止する

こと。 

３．同一労働同一賃金の保障など均等待遇の

ルールを確立すること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意 

見書を提出します。 

平成２２年６月２４日 

北海道美唄市議会 

 

政治とカネの疑惑究明を求める意見書 

 

 ６月８日、菅内閣が発足しました。世論調

査の中で新政権に対して期待が最も多かった

のが「政治とカネの問題の対応」（61.0%）で

した。 

ところが民主党の枝野幸男幹事長は７日の

就任会見で小沢一郎氏が幹事長を辞めたこと

で「一定の政治的なけじめをつけられた」と

発言し、「政治とカネ」の問題は一件落着とし

ました。しかし、「政治とカネ」をめぐる問題

の国会での究明がつくされていないことに、

批判が集まっています。 
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政治家の疑惑を解明し、政治的道義的責任

を明らかにするのは政治の責任です。国会で

の政治的道義的責任の追及と検察や警察の捜

査は車の両輪です。鳩山前首相や小沢氏の疑

惑に対する国会などの解明が欠かせないだけ

でなく、司法の追及を通じて疑惑の奥深さが

浮き彫りとなり、政治的道義的責任の明確化

がいよいよ迫られています。 

 鳩山前首相の虚偽献金事件では、４月下旬、

虚偽記載の罪に問われた元秘書の有罪が確定

しました。鳩山前首相について、検察審査会

は「不起訴相当」と議決しましたが、その政

治的道義的責任はいささかもあいまいにする

ことはできません。 

 小沢前幹事長が自らの資金管理団体「陸山

会」を通じて巨額の土地取引を行っていたと

いう事件では、政治資金規正法違反に問われ

て３人の元秘書への裁判が行われているほか、

「嫌疑不十分」で不起訴となった小沢氏自身

についても検察審査会が４月末、「起訴相当」

を議決、検察の再捜査が行われています。国

民に公開されない政治倫理審査会での質疑だ

けでは真の疑惑解明はできません。今や国会

における小沢氏の証人喚問は疑惑解明を求め

る国民大多数の声となっています。 

よって、政府と国会は国民の声に応え、鳩

山前首相及び、小沢一郎氏に関わる「政治と

カネ」疑惑の徹底解明をはかるよう強く要望

します。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意

見書を提出します。 

平成２２年６月２４日 

北海道美唄市議会 

 

なお、提出先はそれぞれ案文記載のとおり

でありますので、原案のとおりご承認いただ

きますようお願い申し上げまして、提案理由

の説明を終わらせていただきます。 

●議長内馬場克康君 お諮りいたします。 

ただいま提案理由の説明がありました意見

書案第１０号については、別にご発言もない

ようですので、原案のとおり決することにご

異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

ご御異議なしと認めます。 

よって、意見書案第１０号北海道農業の発意見書案第１０号北海道農業の発意見書案第１０号北海道農業の発意見書案第１０号北海道農業の発

展に必要な生産基盤整備等に関する意見書展に必要な生産基盤整備等に関する意見書展に必要な生産基盤整備等に関する意見書展に必要な生産基盤整備等に関する意見書は、

原案原案原案原案のとおり決定決定決定決定されました。 

これより意見書案第１１号について、質疑

を行います。 

これをもって質疑を終結いたします。 

これより討論を行います。 

８番、米田良克議員。 

●８番米田良克議員（登壇） ただいま提案

のありました意見書案第１１条について、討

論に参加いたします。 

私はこの意見書案に反対であります。その

理由と若干の意見を申し上げます。 

この意見書案で主張している沖縄普天間基

地の無条件撤去と矢臼別や千歳への米軍の訓

練移転はしないは、私の元々の考え方と、ほ

とんど違いはありません。では、なぜ、この

提案に反対するか、その考え方を申し上げま

す。 

沖縄は太平洋戦争において唯一県民を巻き

込んでの米軍との地上戦が行われ、沖縄県民

が大きな犠牲を受けました。 
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本年知りましたが、旧樺太でも住民巻き込

んでの地上戦があったということで、沖縄が

唯一という言い方はこれからはできないそう

です。そのことをちょっと断ります。 

軍人の死者９万、非戦闘員の死者１０万人

と言われています。合わせて２０万人以上と

いう説もあります。そして、日本軍の指示に

よる集団自決という悲惨な事態もありました。

沖縄県がなぜ住民を巻き込んだ地上戦になっ

たか、これは当時の日本が国体護持を図ると

いうことで、何とか本土決戦までの時間稼ぎ

をすると、このことでの犠牲と言われており

ます。その後、敗戦により、米軍の占領下で

の生活が始まります。占領下の生活は、本州、

北海道、九州、四国も同じでした。しかし、

沖縄は米軍の直接統治を受けました。１９５

０年に朝鮮戦争が起きるとアメリカは日本を

西側の拠点にするため、占領状態を終わらせ

るよう急ぎました。 

５２年４月２８日、サンフランシスコ条約

により、日本は主権を回復しました。しかし、

沖縄は米軍が占領したままの姿で切り離され

たのです。この時期は東西冷戦の最中で、ソ

連・中国をにらんだ前進基地として米軍基地

がどんどん拡張されました。当時言われた言

葉は銃剣とブルドーザーによる拡張と言われ

ました。この年、５２年に琉球政府ができま

したが、行政首席、今で言えば県知事ですね。

これは、アメリカの任命で決まったのです。

首席が県民の選挙で選ばれるようになったの

は、１９６８年でした。この６０年代、沖縄

では祖国復帰運動が盛んになりました。７２

年５月１５日に念願の祖国復帰を果たすので

す。しかし、「核抜き・本土並み」と言われた

復帰でしたが、核持ち込みの密約があったの

は御承知のとおりです。 

フランスからの独立を果たしたベトナムに

６０年からアメリカが介入し、６５年には北

ベトナムへの攻撃を開始、７３年までのベト

ナム戦争に突入します。沖縄からは北ベトナ

ム爆撃、いわゆる北爆ですね。に向かうＢ５

２が発進して行きました。その後も湾岸戦争、

イラク戦争、アフガニスタンへの攻撃とアメ

リカの基地、それも太平洋の要石と呼ばれる

重要な役割を果たし続けたのです。すぐに戦

う臨戦態勢の訓練が兵器類はもちろん、兵士

一人一人の気持ちにたたき込まれ、戦場に着

いたら直ちに戦う、その人殺しマシーンとし

て機能する状態です。一定期間戦ったら休む

時間が来ます。全員が戦闘モードになりきっ

ている兵士が沖縄に帰って来ます。正常な精

神状態ではありません。相手を倒さなければ、

自分の命がない。そんな神経を張り詰めたま

まの兵士です。中でも海兵隊はこれから戦場

になる場所に最初に乗り込む部隊です。沖縄

は自分の命がいつどうなるかわからない、そ

んな異常に神経の高ぶった兵士達が常にどこ

にでもいる状態なのです。 

さまざまな種類のアメリカ兵士による犯罪

が多発している場所でもあります。沖縄県民

の受けた被害は莫大なものと聞きます。本土

のマスコミはこれらをほとんど取り上げませ

ん。日本の０．５％の面積の沖縄に米軍基地

の７５％があります。９５年５月の米兵３人

による少女暴行事件で県民は８万人の怒りの

集会を持ち、そして集団自決への軍の関与を

歴史の教科書から消そうとする文科省の検定

に対する怒りは１１万人の大集会になりまし
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た。 

９６年４月には、普天間飛行場の返還が決

まりました。５年ないし７年でという約束で

した。しかし、普天間の部隊の移転先問題が

決まらず、結果的にキャンプ・シュワブに埋

め立てで新しい滑走路をつくることで決着し

ました。土地の強制収容の問題、これは借り

上げていた土地が期限が来てしまって、沖縄

の人に返さなきゃならないという事態になっ

た。それでも基地がそのまま存続するために

は、無理やりでも本人の意思と関係なく、使

っていくための土地収容法です。 

米兵の犯罪多発など問題は多くあります。

国際大学に米軍ヘリが落ちた事故でも日本の

警察は調べることも現場を見ることもできま

せんでした。日米地位協定が問題であります。

思いやり予算、それから犯罪を犯した米軍兵

士の裁判の問題、大きくは日米安保をどうす

るのかという根本にかかわる問題もあります。

米軍基地の中に沖縄があると言われ、その状

態が６５年間も続いている。こんな国はどこ

にもありません。植民地状態が続いているの

です。この問題は沖縄県を除く全ての都道府

県で生活している日本人が真剣に考えなけれ

ばならないと思います。海で遠く隔てられて

いる沖縄のことだとして余り考えない。いや、

ほとんど考えてこなかったのです。 

沖縄に米軍基地の問題がある。世界一危険

な普天間基地の大きな問題がある。そのこと

を日本中に意識させたのは鳩山前総理です。

最低でも県外との発言は、鳩山さんの沖縄を

このままにしてはおけないとの強い思いから

出たものだと思います。これまでの総理大臣

は誰もこんなことは考えませんでした。今、

普天間を知らない日本人はいなくなりました。

私はアメリカともっと粘り強く交渉を続けて

欲しかった。戦争をすることに抵抗を感じて

いないように見えるアメリカとの関係を整理

する絶好の機会だったと思うのです。民主党

内部でも十分な議論が必要だったと思います。

しかし、それらが十分になされず、残念です

が、最悪の結果と退陣せざるを得ないところ

に落ち込んでいきました。 

これからどうするか、私は日本中の人達が

自分の問題としてこれまでの沖縄での苦しみ

を思い、しっかりと受け止め、どう打開する

か、沖縄の人たちに受け入れてもらえる策を

つくるべきと考えます。 

今日この意見書を採択することにより、普

天間問題何か動くとは思えません。北海道が

沖縄米軍の移転訓練を受け入れないことの表

明は沖縄の痛みを少しでも軽減することに協

力しない訳で、これもいかがかの感じがあり

ます。美唄市議会がこの件で意思表明をする

なら、十分な議論を経て、市民の支持を得ら

れる全体の意見としてまとめるべきではない

でしょうか。現状では極めて困難な状態にな

っています。先に述べた日本中が真剣に考え

る、そのような取り組みになることを願って

います。この意見書を現在採択することには

反対を表明せざるを得ないことを、以上考え

方を申し上げました。皆さんが御賢察される

ことを申し上げ、討論といたします。 

●議長内馬場克康君 ７番、長谷川吉春議員。 

●７番長谷川吉春議員（登壇） 意見書案第

１１号沖縄普天間基地の無条件撤去と道内へ

の訓練移転を認めないことを求める意見書に

ついて、討論に参加いたします。 
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最初に結論を申し上げます。意見書に賛成

の立場であります。以下、その理由と若干の

意見を申し上げます。 

５月２８日の日米合意、名護市辺野古への

県内移設、そして海兵隊の訓練地に徳之島を

初め、全国へ分散するとの合意が菅政権にも

引き継がれています。最近行われた沖縄の琉

球新報と毎日新聞の郷土世論調査５月３１日

発表の結果を見ますと、普天間基地の辺野古

への移設には８４．１％の方が反対と答えて

います。沖縄の問題が鳩山首相一人が辞めた

ことで、重荷が取り除かれたというのは全く

の考え違いです。まさに菅政権は重荷を沖縄

県民に押し付けようとしているのであって、

その立場をとり続ける限り沖縄県民の願いと

の矛盾は一層深まり、大きな破綻に直面する

ことになるのは明らかであります。政府は基

地を使用するアメリカ海兵隊を外国からの攻

撃に対する抑止力になるとしていますが、ア

メリカ海兵隊とはそもそも何なのか。民主党

政権は海兵隊は平和を守る抑止力だとしてい

ます。しかし、海兵隊は米軍の戦争で先陣を

切る殴りこみの任務を持つ部隊です。今、沖

縄の海兵隊が展開しているのは、イラクやア

フガニスタンであり、普天間基地の海兵隊は

１年のうち半分はいません。海兵隊は日本を

守る抑止力ではなく、アメリカの戦争のため

の侵略力にほかなりません。こんな軍隊の基

地を抑止力の名で押しつけようとしても沖縄

県民の誰にも説得力がないのは当然のことで

あります。 

だいたい菅首相がかつてこのように述べて

います。海兵隊は日本を守る部隊ではありま

せん。地球の裏側まで飛んでいって攻める部

隊なのです。沖縄に海兵隊がいるかいないか

は、日本にとっての抑止力とは余り関係がな

いと。海兵隊は抑止力ということを否定して

いました。そしてさらに、次のように言って

います。海兵隊は即座に米軍内に戻ってもら

っていい。民主党が政権をとれば、しっかり

と米国に提示することを約束すると明言して

いました。ところが、国会でこの事実を指摘

されても、過去にいろいろ言ったが変わるの

は政治家として当然だと開き直り、なぜ海兵

隊が抑止力に変わったのかまともに説明しよ

うとする姿勢すらありません。自らの言明を

投げ捨て、沖縄県民への約束を反故にして恥

じないというのが菅政権の姿勢であります。 

アメリカ自身が世界一危険と認めている普

天間基地は、無条件撤去こそ沖縄県民の声に

こたえる唯一の道です。また、自衛隊矢臼別

演習場では１９９７年から沖縄の海兵隊によ

る実弾射撃訓練が行われていますが、夜間訓

練の強行、白リン弾の使用などによる火災の

発生など、地元の住民の不安を増大させてい

ます。 

以上申し上げまして、沖縄普天間基地の無

条件撤去と道内への訓練移転を認めないこと

を求める意見書に対する賛成討論といたしま

す。 

●議長内馬場克康君 これをもって討論を終

結いたします。 

これより採決いたします。 

ご異議がありますので、起立により採決い

たします。 

本件は、原案のとおり決することに賛成の

議員の起立を求めます。 

（ 賛成者起立 ） 
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起立少数であります。 

よって、意見書案第１１号沖縄普天間基地意見書案第１１号沖縄普天間基地意見書案第１１号沖縄普天間基地意見書案第１１号沖縄普天間基地

の無条件撤去と道内への訓練移転を認めないの無条件撤去と道内への訓練移転を認めないの無条件撤去と道内への訓練移転を認めないの無条件撤去と道内への訓練移転を認めない

ことを求めることを求めることを求めることを求める意見書意見書意見書意見書は否決否決否決否決されました。 

これより意見書案第１２号について質疑を

行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

これをもって質疑を終結いたします。 

これより討論を行います。 

１３番、紫藤政則議員。 

●１３番紫藤政則議員（登壇） ただいま議

案となりました意見書案第１２号労働者派遣

法の抜け穴のない抜本的見直しに関する意見

書案について、討論に参加いたします。 

私の立場はこの意見書案について反対でご

ざいます。以下、その理由と若干の意見を申

し上げます。 

私は、地域の労働組合のローカルセンター

であります連合美唄の推薦をいただいており

ます。出身は自治労でございまして、文字ど

おり労働運動、そして労働組合というものを

選挙の支持母体にして議会生活を送ってまい

りました。 

一方、議会に入りまして、議会の中で学ん

だことは市民の暮らしと市民の意見、これら

をどう最大公約数を求めていくのかと、まず

そのことに汗をかくべきだろう、そのための

議論をしっかりやるべきだろう、お互いが主

張しようと、こういうことを学び、また、そ

のことを皆さんにもお伝えをしてきました。

ですから、意見書にしても、決議案にしても、

対外的に議会の意思決定をしたものを発表す

る文面は、地域の中の実態なり、美唄市とし

ての市民生活なり、こういったものを反映を

したものでなきゃいけないだろうと。これは

自戒を述べまして、いろいろ、さまざま、上

からおりてくる文書がございますが、少なか

らずこの地域に立脚した文面に変えるなり、

理解をした上で出そうという努力をしている

わけでございます。そう今も思っています。 

労働者派遣法の抜本的な見直しに関する意

見書について、今提案のあった内容について

は、私は非常に望ましい姿だろうと思います。

理想としてこの制度が法律に生かされれば、

これは最もすばらしいことだというふうに思

っています。今回の労働法制、突如とした首

相の交代等もありまして、法律が通らず法案

がそのまま棚上げになっているわけでござい

ます。 

この法案の議論の経過の中で、私なりに、

この法案の評価をいたしますと、閣議決定さ

れた派遣法の改正案は、みなし雇用に対する

新たな制度が挿入をされています。違法状態

で働かされていました派遣労働者は、派遣先

と労働契約を結んでいたとみなされ、派遣先

に直接雇用されるという道が開かれたわけで

ございます。労働組合以外でも学者や弁護士

が、このみなし雇用制度に関して、画期的だ

という評価をしているのは、これまでは、禁

止業務への派遣や偽装請負など、違法行為が

あっても派遣先の責任を問えなかった。告発

すると、仕事を失う恐れがあり、泣き寝入り

する例が多かった。このことに歯止めをかろ

うという事で、改正案が法案として決定をさ

れた、その中の中心的な評価できる内容であ

ります。 

この意見書にありますとおり、登録型が原

則廃止しても、専門２６業者は残るままであ
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りますし、さらに、短期雇用か常雇いの判断

もこれも極めてあいまいなものが残っており

ます。しかし、私は、これらの掲げる目標を

目標としてもこの最後のくだりにあります

「財界大企業の要求を優先し、とても労働者

保護法に値しないものと言わなければなりま

せん。」この表現には極めて疑問があります。

評価すべきものは評価し、今後につなげるも

のはつなげる。そして、美唄の、今美唄の中

で企業を営んでいる、ここには財界大企業と

ありますけれども、中小零細企業、この人方

の経営者の視点ということも私共は率直に受

け止めなきゃならない役割も持っています。

働く人の声、そして経営者の皆さんの悩み、

これらを十分議会として議論をして、そして、

課題を整理する作業があればよかったなとつ

くづく思っています。 

しかし、選挙が今日公示されまして、選挙

に対する１つの大きな認識というものがあれ

ば、この時期、提案ということもやむを得な

いだろうという思いはいたしますが、これか

らも意見書に当たりましては、今申し上げま

した視点を忘れずに議会で議論をしたいとい

うことを申し上げまして、反対討論にかえる

次第でございます。御清聴ありがとうござい

ました。 

●議長内馬場克康君 ７番、長谷川吉春議員。 

●７番長谷川吉春議員（登壇） 意見書案第

１２号労働者派遣法の抜け穴なのない抜本的

見直しに関する意見書に対して、討論に参加

いたします。 

結論を最初に申し上げますと、意見書に賛

成の立場であります。以下、その理由と若干

の意見を申し上げます。 

この１０年間、日本経済は長期の低迷と後

退から抜け出せずにいます。日本は主要先進

国でただ１つＧＤＰ国内総生産が伸びない成

長が止まった国になり、ただ１つ雇用者報酬

が減った国民が貧しくなった国になっていま

す。１０年間に、大企業の利益は年間１５兆

円から３２兆円と２倍以上に増えたにもかか

わらず、国民全体の雇用者報酬が２６兆円も

減りました。大企業の内部留保は１４２兆円

から２２９兆円に膨れ上がりました。大企業

をもっと強くする、そうすれば、その利益が

いずれは国民の暮らしにも回り経済も成長す

る。こうした自民党流の経済政策が破綻した

ことは明らかであります。今こそ、大企業応

援から国民生活応援に経済政策を切りかえる

ことが必要です。 

使い捨て雇用をなくし、正社員が当たり前

の社会にすることは最優先の課題であり、そ

の最大の焦点は、労働者派遣法の抜本改正で

す。民主党政権が国会に提出した派遣法改正

案は、製造業派遣、登録型派遣の原則禁止を

言いながら、常用型派遣とか専門業務などの

名前をつければ例外にするという抜け穴だら

けのざる法となっています。こうした致命的

欠陥を見直すためにも、また、実効性のある

労働者保護にするためにも、見直しが必要で

あると思います。 

以上申し上げまして、討論を終わります。 

●議長内馬場克康君 これをもって討論を終

結いたします。 

これより採決いたします。 

ご異議がありますので、起立により採決い

たします。 

本件は、原案のとおり決することに賛成の
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議員の起立を求めます。 

（ 賛成者起立 ） 

起立少数であります。 

よって、意見書案第１２号労働者派遣法の意見書案第１２号労働者派遣法の意見書案第１２号労働者派遣法の意見書案第１２号労働者派遣法の

抜け穴のない抜本的見直しに関する意見書抜け穴のない抜本的見直しに関する意見書抜け穴のない抜本的見直しに関する意見書抜け穴のない抜本的見直しに関する意見書は

否決否決否決否決されました。 

これより意見書案第１３号について質疑を

行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 これをもって質疑を終結いたします。 

これより討論を行います。 

２番、森川明議員 

●２番森川明議員（登壇） ただいま提案の

ありました意見書案第１３号について、反対

の立場で若干の意見を申し述べ、討論に参加

させていただきます。 

その理由といたしまして、菅内閣が発足を

し、鳩山前首相、小沢前幹事長については、

自らが辞任をし、政治とカネについては一定

のけじめをつけたとの判断があるからです。

確かにこの両氏のダブル辞任について、政治

とカネに対してはクリーン政治をほど遠く、

金のかかる政治との決別においても一件落着

とは行かないとの多くの意見があることも、

これまた事実です。しかし、鳩山前首相は、

ご自身と小沢前幹事長に辞任を促すという形

で自らけじめをつけた。これもまた事実です。

特に、小沢前幹事長については、検察審議会

も動き、全面可視化に反対する検察当局の動

きがまだ残っております。土地購入の件、検

察のあり方については、検察といえども当然

無病ではなくその行動に批判やチェックがあ

ってしかるべきだ。多くの意見もあり、その

推移を見守ってる、これが現状です。反省す

るところは謙虚に反省をし、政治とカネには、

クリーンな政治を求め、一味唐辛子のように

ピリッと辛い、そういう政治の実現が今待た

れております。 

その１つが政治資金規正法の改正で、企

業・団体による献金、パーティー券購入を禁

止をし、国会議員関係の政治団体を親族を引

き続くことを法律で禁止をする。政治資金の

全容を一元的に明らかにする。国会議員関係

政治団体の収支報告書を義務づけする。そし

て、部外監査、また、インターネットを通じ

まして公表を行い、政治資金収支報告の公開、

透明性の向上にも実現が今急務なんです。逃

げの大業は許されません。政治的、道義的責

任はこの政策の実現とあわせて明らかに、常

に国民の声にこたえるべく、政治改革を進め

るべきであります。このような観点に立ちま

して、意見書案に対し、反対の立場を申し述

べ、皆様の御賢察をお願いを申し上げまして、

意見といたします。 

●議長内馬場克康君 ７番、長谷川吉春議員。 

●７番長谷川吉春議員（登壇） 意見書案第

１３号政治とカネの疑惑究明を求める意見書

に対し、討論に参加いたします。 

最初に結論を申し上げますと、意見書に賛

成の立場であります。以下、その理由と若干

の意見を申し上げます。 

菅首相は所信表明演説で、鳩山前首相の退

陣によって政治とカネの問題はけじめがつい

たと述べました。首相が交代したからといっ

て一件落着とするなら重大な問題であります。

民主党の小沢前幹事長の疑惑は、政治資金収

支報告書へのうその記載の問題にとどまりま

せん。ゼネコンからヤミ献金を受け取ってい
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たのではないか。公共事業という国民の税金

で行われる事業を食い物にしていたのではな

いかという、それが刑事訴追の対象となるか

如何にかかわらず、決して看過してはならな

い政治的道義に関する疑惑が問われています。 

ところが、小沢氏は証人喚問にも参考人招

致にも応ぜず、国会の場でのただの一度も説

明をしていません。これだけの重大な金券疑

惑が持ち上がったときには、自民党政権の下

でも証人喚問や参考人招致など、何らかの対

応がとられてきたものでした。ところが、民

主党政権のもとで、これらの対応が何ひとつ

行われていません。国会における小沢氏の証

人喚問は、疑惑解明を求める国民の大多数の

声となっています。政府と国会は国民の声に

こたえ、鳩山前首相と小沢一郎氏にかかわる

政治と金疑惑の徹底究明を速やかに図るべき

であります。 

以上申し上げまして、討論を終わります。 

●議長内馬場克康君 これをもって討論を終

結いたします。 

これより採決いたします。 

ご異議がありますので、起立により採決い

たします。 

本件は、原案のとおり決することに賛成の

議員の起立を求めます。 

（ 賛成者起立 ） 

起立少数であります。 

よって、意見書案第１３号政治とカネの疑意見書案第１３号政治とカネの疑意見書案第１３号政治とカネの疑意見書案第１３号政治とカネの疑

惑究明を求める意見書惑究明を求める意見書惑究明を求める意見書惑究明を求める意見書は否決否決否決否決されました。 

以上をもちまして、今期定例会に付議され

ました各案件は、全部議了いたしました。 

これをもって、平成２２年第２回美唄市議

会定例会は閉会いたします。 

 

正午１２時１４分 閉会 
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